





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































ような状況において、前記のとおり、 Aの打ったシャトノレは Yよりも Xに
近いXが対応できる位置に飛来し、 YもXが対応できると認識していたので

































































































































認めるべき事情が見当たらない以上、 Xの供述により、 Xは、 Yがシャトノレ
を打ち返した時点で、身体を動かす動作を始めて同シャトルを打ち返すことが
可能な位置にいたと認めるのが相当であるから、原審の判断に誤りはない」。

































































































































































東北志学第52号 (2019) 99 
「通常予測され許容された動作」に当たるわけではなく、その評価に際しては
個別「具体的な行為態様」を熟慮する必要がある。






















































































































る。すなわち (a)競技者の位置関係、 (b)シャトノレの飛来位置、 (c)被害競
技者のシャトノレへの対応の可否についての加害競技者の認識、及び (d)芦掛
けの有無、というのがそれである。これに対して、上記2つのケースうち、第
1ケースでは、 (a)と (c)は、本件と同じように、 Yに不利に解釈されるが、
(b)と (d)は、本件とは異なり、 Yに有利に解釈される。また、第2ケース




















































































































































































































































































































































































































( 4 ) 吉田和彦「判批JNBL610号(1997)68頁。
( 5 ) 吉田・前掲注(4)68頁。
東北法学第52号 (2019) 19 














































(15) 加藤一郎編『注釈民法(19)債権 (10)j 336頁(徳本鎮)(有斐閣 1965年)、幾
代通『現代法学全集20I不法行為j(筑摩書房 1977年)102頁、遠藤浩編「基本法
コンメンタール[第 3 版]位強各論~ 283-284頁〔森田三男)(日本評論社 1988年)、





(17) 丸山健「判批」ひろば48巻 8号78頁 (1995)。








東北法学第52号 (2019) 121 
(22) 丸山・前掲注 (17)79頁。
(23) 潮見佳男『不法行為法1(第2版H(信山社 2009年)457頁。
(24) 金田洋一「半Ij批」判タ913号 (1996)99頁。川井・前掲注 (16)209頁、内田・前
掲注 (18)409頁も参照。
(25) 中村・前掲注 (1)728頁。



















































































(42) 前掲注 (3)と (39)を参照。
(43) 原審のように、被害競技者の危険の引き受けの観点と加害競技者の加害行為の悪
質性の観点から過失相殺を肯定した事案として、ラグビーの試合中の事故に関する
東京地判平成26年12月3日LEX/DB文献番号25523048が挙げられる。以下に、本
件目原審における過失相殺の認定方法に関係する限りで、この事案における過失相
殺に関する判旨部分を抜粋する。 I...X，は、自ら由意思で、大学でラグビ一部に入
り、大学2年生以来ほぼ毎年試合に出場していた のであるから、自ら一定白危険
を引受けた上で本件試合に出場していたといえること、 Yに過失が認められるのは、
上記認定のとおりであるも白目、 Yが試合の展開と関係なく、故意をもって X，を
負傷させたことまでの事情は認められず、まさに試合白流れ白中で、不幸にも重大
124 スポーッ競技者白行為についての過失不法行為責任(菅沢)
な事故が発生したも白であると評価されること 等が認められるのであり、これら
の一切白事情を勘案し、民法722条2項白趣旨を類推して、 Yには、 X，に生じた損
害白6書IJを負担させるのが相当であると解される」。
(44) 学説等の中には、原審の見解と親和的な次のような見解も見られる。危険の引き
受げについて「…今後は新たな視点からの検討が必要となろう。新たな視点とは、
不法行為責任が生じる場合であっても、過失相殺の意義を公平の理念からの要請と
みて、危険引受により過失相殺を準用して加害者が支払う損害賠償額を減殺すると
いう解釈が理論的に可能か否かという視点である。わが国の好意同乗のケースをみ
ると『ある程度の危険を引き受けるべきである』として、過失相殺の規定を準用し、
損害賠償額を減額させている事例もいくつか見受けられる。つまり、先ほどのソフ
トポールのケース[地域親善のソフトポール大会において男性白走者がホ ムベー
スにスライディングし、女性白捕手を負傷古せた事例(長野地佐久支判平成7年3
月7日判時1548号121頁)(筆者注)Jでは、被害者に過失を見いだすことはできず、
狭義の過失相殺においては賠償額を減額させることはできないということになるの
である。しかし、これでは加害者に加重負担を課すという結果にならないかという
危慎が生じる。このようなケースにおいて危険引受によって過失相殺を準用し、損
害の公平な分担を図るべきではないか、と考えられるからであるJ(川井・前掲注
(16) 210-211頁)。また「スポーツや遊戯において通常予想される軽微なかすり傷白
ようなものは加害者の故意に基づく白でない限り違法性を問題にすべきではないし、
その反面たとえ経過失であってもそれによって重大な損害を生ぜしめた場合には原
則として違法性をおびると解すべきである。ただ私は、本来のスポーツ事故白場合
には、たとえ具体的に被害者白過失が認められなくても、被害者がスポーツに参加
していたということ自体によって過失相殺の規定を類推し、経過失から莫大な損害
を生じた場合の賠償義務を合理的な範囲に限定することが許古れるのではないかと
考えるJ(楠本・前掲注 (20)146頁〉。
(45) 例えば、大阪地判平成日年6月13日判タ959号193頁(サーフィン)、横浜地判平
成10年 6月22日判タ1007号276頁(デュアスロン)を参照。
(46) 判時1526号99頁〔阻み記事〕。
(すがさわ・だいすけ 東北大学大学院博士後期課程)
